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交付金の留保解除分の事業費として1,610万円

を追加いたしまして、実施設計業務委託料800

万円、汚水管布設工事請負費810万円を予定い

たすものでございます。なお、実施箇所につい

ては、いずれも台町地区を予定しているところ

でございます。 

 以上、よろしくご審査賜りますようお願い申

し上げます。 

 

 

 議案第９９号 平成２３年度長井市 

 介護保険特別会計補正予算第２号 

 

 

○佐々木謙二委員長 次に、議案第99号 平成23

年度長井市介護保険特別会計補正予算第２号の

１件について。 

 小泉良一福祉生活あんしん課長。 

○小泉良一福祉生活あんしん課長 議案第99号 

平成23年度長井市介護保険特別会計補正予算第

２号について、ご説明を申し上げます。 

 第１条の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それ

ぞれ165万4,000円を追加し、歳入歳出予算の総

額をそれぞれ26億1,788万9,000円といたすもの

でございます。 

 それでは、事項別明細書によりご説明を申し

上げます。 

 介護の４ページをお開き願いたいと存じます。 

 歳入でございます。９款１項１目繰越金165

万4,000円を追加するものでございまして、前

年度繰越金でございます。 

 歳出でございます。５ページでございます。

６款１項２目償還金に165万4,000円を追加する

ものでございます。23節償還金利子割引料でご

ざいまして、22年度介護給付費国庫負担金等の

事業費が確定したことに伴う返還金でございま

す。 

 以上でございます。よろしくご審査賜ります

ようにお願いを申し上げます。 

 

 

 平成２３年度長井市各会計補正予算 

 案に関する総括質疑 

 

 

○佐々木謙二委員長 概要の説明が終わりました。 

 これより質疑を行います。 

 ここで、総括質疑の発言通告がありますので、

順次ご指名いたします。 

 

 

 髙橋孝夫委員の総括質疑 

 

 

○佐々木謙二委員長 順位１番、議席番号13番、

髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 おはようございます。 

 私は市民生活の向上を願いながら総括質疑を

行います。 

 通告をしております３点について質問申し上

げますので、それぞれ答弁をいただきますよう

にお願いをしておきたいと思います。 

 質問の第１は、優良住宅地開発事業について

です。 

 ９月定例会に、これまではなかった長井市優

良住宅地開発事業補助金交付規程を新設をする

ことと、それに伴う補正予算案が計上をされま

した。補正予算は可決されましたから既に施行

に入っているということになりますけれど、私

は、この示されました新たな制度の考え方につ

いて少し整理をさせていただきたいと思って今

回、質問をさせていただきたいと思います。 

 第１点目は、これまでの市内の宅地開発はど

う展開をされてきたのか、教訓点はについて伺

います。 

 長井市には、市内あちこちに民間業者による
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宅地開発事業が展開をされてまいりました。古

いところでは、長井駅西側の中道地内の駅裏宅

地開発、清水町２丁目を中心とした宅地開発、

また中道の百間道路西側で市営中道南団地周辺

の宅地開発、さらに屋城町、いわゆる病院の南

東側の開発事業、あるいは館町北地内の最上川

堤防に沿った宅地開発などが展開をされてきた

と思っています。そして近年では、台町地内の

コカ・コーラの南側での宅地開発であるとか、

館町南地内の野川食肉北東側の開発事業、ある

いは中道１丁目地内のＪＡ中道住宅団地や平山

地内の松田橋南側の開発などがあったと思いま

す。 

 民間業者ばかりではなくて、長井市も関係を

した形での宅地造成事業も展開をされてまいり

ました。思いつくままに申し上げてみますと、

萩公園北側の萩団地を中心とした宅地造成事業、

旧長井中学校跡地での宅地分譲事業、寺東土地

区画整理事業、そして大小さまざまな形で展開

をされてきた市営住宅供給事業などが代表的な

ものと思います。 

 私は、まず昭和30年代から50年代にかけて展

開をされた宅地開発事業などでは、いずれも道

路が狭いこと、緑地等の面積が少ないこと、そ

して何よりも、いずれもアクセス道路が十分と

はいえず、袋小路が多く、幹線道路などへの通

り抜けができないという場所になっていること

などが見られるし、できるだけ売る区画を確保

するということが優先されたのではないかと感

じられる開発が中心だったのではないかと思っ

ています。 

 このことは、民間事業であっても公共事業で

あっても同様であり、開発事業が展開をされた

後に除雪や防火、防災上はもちろん、日常にお

ける生活面でも影響が出てきて、結局は行政が

手をかけなければならないという事態につなが

ってきた面も多々あったと感じています。 

 近年になって展開をされてきた宅地造成事業

などを見れば、確かに道路はそれなりの規格に

なっておりまして、緑地の確保などは配慮をさ

れてきていると感じますけれども、しかし、依

然として幹線道路とのアクセスは不十分、通り

抜けができない、行きどまりの開発となってい

ると感じているのは私だけではないと思います。 

 そこで、まずまち・住まい整備課長にお伺い

をいたします。 

 長井市における、これまでの官民を問わずに

行われてきた宅地開発事業などはどう展開をさ

れてきたのか、その中で問題点はなかったのか、

結果として後日、行政がかかわりを持たなけれ

ばならなかったという事態はなかったのかどう

か、お聞かせをいただきたいと思います。 

○佐々木謙二委員長 浅野敏明まち・住まい整備

課長。 

○浅野敏明まち・住まい整備課長 お答え申し上

げます。 

 資料は昭和50年代からの資料しかございませ

んので、その中でちょっとお答え申し上げたい

と思います。 

 市内の都市計画区域内における開発許可が必

要な3,000平米以上の民間による宅地住宅の開

発事業につきましては、昭和50年からこれまで

12件がございます。そのうち50年から60年にか

けて行った住宅地開発事業については、市道の

基準などを明確にしていなかったこともありま

して、狭隘な道路、それから行きどまり道路、

いわゆる袋小路などの道路についても寄附を受

け、市道として管理してるところがございます。 

 しかし今、委員からご指摘があったように除

雪、それから雨水排水処理、袋小路で回転広場

がないなど、支障を来しているところもありま

すので、開発行為の計画段階で十分に事前協議

を行って、無秩序な開発にならないような適切

な行政指導を行うべきだったというふうに思っ

ております。 

 そういったことを踏まえまして、平成３年に
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なりますが、市道認定基準を策定したところで

ございます。市道として管理する道路の基準を

定めまして、市道寄附認定するに当たっては十

分な計画段階で事前協議を行いまして、設計基

準を明確にしたところでございます。 

 基準の主なところでは、道路幅員が６メート

ルだったり、あと行きどまり道路、袋小路につ

いては回転広場を設ける、排水施設の整備など

基準を明確にしまして、その後の開発で道路築

造していただいております。以上でございます。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 ありがとうございまし

た。 

 私は、課長が言われたとおり、決して十分で

はなかったけれど、それはだけど当時の基準な

どはクリアをしてきたんだとは思ってますけれ

ども、しかし、そこからのやっぱり教訓点もあ

って、行政側としてはいろいろな意味で、その

認定基準を策定をする、道路の幅員などにつな

がってきたということは、それは今の話で理解

ができました。 

 続いて、２点目について質問をさせていただ

きたいんですが、宅地開発の際に、今も課長か

らお話ありましたけれども、行政はどこまで意

見を言うことができるのかについてお聞かせを

いただきたいと思います。 

 これは私も含めてですが、その宅地開発など

が展開をされているとき、途中でもそうですし、

開発が終了した後でよくこういう話が出ます。

何でこんな狭い道路にしたんだと。あるいは、

これでは除雪がちゃんとできないだろうと思わ

れる。さらには、こんな袋小路の開発がなぜ許

可をされるのかというような疑問が私は多々出

されてきたと思います。 

 私が感じるのは、その出されるような疑問と

いうのは、まさに率直な感じ方でありまして、

開発行為の申請時点でなぜ指摘できなかったの

だろうかと考えてしまうわけです。そこで、課

長にお伺いをしたいわけですけれども、行政は

こういった開発行為の申請を受け付ける、受理

をするわけですけれども、その時点でどこまで

意見を言うことができるのかどうか。その結果、

民間業者などに対して改善を求めるのは、どこ

まで改善を求めることができるのかについてお

聞かせをいただきたいと思います。 

○佐々木謙二委員長 浅野敏明まち・住まい整備

課長。 

○浅野敏明まち・住まい整備課長 お答え申し上

げます。 

 都市計画区域内につきましては、3,000平方

メートル以上の住宅地開発事業などにつきまし

ては都市計画法上における開発行為の許可が必

要になることになります。その場合は事前の協

議を行うことになっておりますので、開発によ

り影響を受ける公共管理者または管理予定者も

含まれます。そのほか関係法令の規定に基づく

許認可等を必要とする関係部署などと十分な事

前協議を行わなければなりませんので、それぞ

れの立場から計画についての意見、指導を行う

ことができますので、現在でもそういったこと

を行っております。また、開発行為に係る許可

基準に合致しないときは、それぞれの条件を付

することも可能となります。 

 しかし、それ未満の小規模の住宅地開発事業

につきましては、道路を寄附して市道認定して

いただくような計画の場合は、一定の指導、意

見をすることが可能となりますが、市道認定を

受けないで宅地開発する部分については、行政

指導がなかなか及ばないというのが現状でござ

います。以上です。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 ありがとうございまし

た。 

 今、3,000平方メートル以上の部分とそれ以

下の部分という話があったわけですが、その

3,000平方メートル以上のところで行政が指導
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をし、あるいは改善を求めることができる内容

というのは、具体的にいうとこれとこれとこれ

などということは出てきませんか。 

○佐々木謙二委員長 浅野敏明まち・住まい整備

課長。 

○浅野敏明まち・住まい整備課長 技術基準の手

引きというのは県のほうで発行しておりまして、

まず、道路、公園、それから排水、上下水道、

それからもっと細かいところでは構造物の設計

基準などを定めておりまして、そういう意味で

はかなりシビアな基準となっております。以上

です。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 それらというのは、道

路であるとか、排水溝であるとかというところ

だけなのですか。防災、防火上というのは何か

ありますか。 

○佐々木謙二委員長 浅野敏明まち・住まい整備

課長。 

○浅野敏明まち・住まい整備課長 失礼しました。

防災上の観点についても当然、基準に明確にな

っております。以上です。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 わかりました。 

 反面、小規模なといいますか、3,000平方メ

ートルに満たないところ、これは、そうすると

野放しということになりますか。2,000平方メ

ートルでもいいわけですけれども、そこにこの

宅地を張りつけて、道路もある程度切って開発

行為をやるわけだけれども、しかし、その切っ

た道路を市に将来、寄附として出さないという

ことであれば、それは先ほど言われた幅員６メ

ートルあればどういう形状のものでもいいとい

うふうになるのでしょうか。 

○佐々木謙二委員長 浅野敏明まち・住まい整備

課長。 

○浅野敏明まち・住まい整備課長 お答え申し上

げます。 

 市道認定基準でいきますと６メートルですが、

市道として管理しない道路であれば、住宅は４

メートル以上であれば建設可能でありますので、

こちらが行政指導に及ぶのはあくまでも市道と

して管理する道路、ただ、今回の優良住宅地開

発事業の規定でいきますと、1,000平米以上の

宅地について補助金を交付する規定としており

ますので、そういった補助金を受ける開発事業

についても基準を明確化したところでございま

す。以上です。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 そうすると、このたび、

この整備をした補助金交付規程によって、その

補助を受ける場合は６メートル以上は必要にな

るんですよという理解なんだと思います。わか

りました。 

 こういった状態だということは理解しました。

現時点で、これは課長に伺いますけれども、い

ろんな法の中で決められていることもあるんだ

と思うんですけれども、どうもこの点は歯がゆ

いと。こういう点でもう少し国の法の中で、あ

るいは規制の中で網かけができないか、あるい

は指導ができないかという課題というのはある

んだと思うんですけれども、それらは担当する

ところが一番わかるわけですが、そういったと

ころ、実際事務を担当していて考えられる問題

点、あるいは将来に向かってこういう点はぜひ

改善してもらいたいなどと考えている行政側か

らの視点で抱えている問題、あるいは解決しな

ければならないとしてとらえておられるものが

あれば、この際お聞かせをいただきたいと思い

ます。 

○佐々木謙二委員長 浅野敏明まち・住まい整備

課長。 

○浅野敏明まち・住まい整備課長 お答え申し上

げます。 

 長井市の都市計画区域の場合は3,000平米以

上の開発行為でございますが、山形市など市街
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化区域を設定している都市につきましては、

1,000平米以上の開発行為が必要となります。

そういった意味では、小規模な宅地開発につい

ても将来のことの環境を考えれば、そういった

基準をやっぱり1,000平米以上あたりから明確

にしとくべきではないかと思うんですが、なか

なかこちらのほうに協議もならない開発も以前

はあったというのは現状でございます。以上で

す。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 わかりました。なお、

これらの解決に向けては、ぜひお力を尽くして

いただきたいなというふうに思っています。 

 次に、第３点目の先ほどから申し上げている

優良住宅地開発事業補助金交付規程の施行は何

を誘導しようと考えたのかということについて

お伺いをしたいと思います。 

 まず、まち・住まい整備課長に伺いますが、

本年10月１日から施行されている補助金交付規

程というのは、どういったことを目的にして策

定をされてきたのかについてお聞かせをいただ

きたいと思います。 

○佐々木謙二委員長 浅野敏明まち・住まい整備

課長。 

○浅野敏明まち・住まい整備課長 お答え申し上

げます。 

 先ほどと重複しますが、過去には一定の宅地

水準を確保できないまま住宅地開発事業を行っ

たところもありまして、先ほど申しましたよう

に狭い道路、除雪や雨水排水処理など維持管理

が大変なところもございます。今後は、道路の

基準をはじめ、上下水道や排水設備などの公共

施設の設置基準を明確にしまして、良好な住環

境の整った住宅地開発事業を促進していきたい

というふうに思っております。そのためにも、

3,000平方メートル以上の住宅地開発事業につ

きましては、開発行為の許可基準に合致するこ

とが条件になりますが、小規模の住宅地開発事

業につきましては開発許可を必要としないため、

場合によっては劣悪な環境の宅地ができること

も予想されるところでございます。 

 このたびの基準では1,000平方メートル以上

の小規模の住宅地開発事業についても補助金を

交付する上で優良住宅地開発事業認定基準を明

確にしたところでございます。 

 平成14年度以降の住宅開発事業でございます

が、3,000平方メートルの住宅開発は発生して

おりません。久しぶりに3,000平方メートル以

上の宅地開発を行ったわけですけども、今後に

おきましても小規模の宅地開発が主な開発にな

るんではないかというふうなこともありまして、

1,000平方メートル以上の開発について基準を

明確にして、良好な住環境をつくっていきたい

というふうな趣旨でございます。以上です。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 今の答弁にもあったと

おり、大変重要なことだなと思います。今まで

はなかなか規制かからなかった部分も補助金を

交付をするということが前提になるわけですが、

そこでできるだけ優良な宅地開発などにつなげ

ていきたいという思いはわかりました。 

 私はちょっと整理ができないことが、しかし

ありますので、市長にお伺いをしたいと思いま

す。 

 市長は、９月定例会の予算委員会で小関秀一

委員の質問に対して、このように答弁をされて

います。「平成19年から西置賜建設業協会の懇

談会とかに招かれておりまして、これは長井市

の建築業の方が多い組織なんですけれども、南

陽、米沢、高畠の建築が多いと。隣の白鷹町も

飯豊町も町で分譲していると。そんなことで

我々のところ、仕事がないと。なかなか町でや

った分譲地には我々は入れなくて、かといって

長井市は民間の開発業者がほとんど過去10年間

なされていなかったと。小さな区画はあったん

ですけれども、そんなことから住宅地の供給と
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いうのが必要なんじゃないかという要望はいた

だいておりました。そんなことから、３万人復

活を打ち上げたときに、22年度あたりから市で

宅造事業を行いたいということだったんですけ

れども、ご承知のとおり開発公社は解散せざる

を得なくなったということで、なかなか難しい

状況にあります。ただ、今後３年以内ぐらいに

そういったことも実現したいと思っていますが

云々」と答弁されてるわけです。 

 私は、この答弁で触れられている今後３年以

内ぐらいに市で宅造事業も実現したいと思って

いるという内容については、率直に言って、な

かなか整理できません。さきの９月定例会で、

先ほどから申し上げている新たに補助金交付規

程をつくり、補正予算に必要額を計上したとい

うことについては、長井市では今後、宅地開発

等の事業は民間事業者を中心に展開していくよ

うに誘導していく施策として整備していくもの

と私は考えておりました。ところが、申し上げ

ましたような市長の答弁については、ちょっと

整理をつけられないでいるんです、そういう頭

でいたもんですから。 

 ぜひ、きょうの段階で９月の時点で答弁をさ

れております内容について、具体的に展開しよ

うと考えておられるのかどうかについてお聞か

せをいただきたいと思いますし、概要などまと

まっているものがあればお示しをいただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。 

○佐々木謙二委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 髙橋委員がおっしゃいますように、９月の予

算総括の中で答弁させていただきましたが、こ

こ３年以内ぐらいにぜひやりたいものだという

ことでございますけれども、その答弁の趣旨は、

さまざまな先ほど髙橋委員がおっしゃった長

井・西置賜建設業組合、これ主に建築、大工さ

ん、あるいは左官屋さん、そういった方々の団

体でございます。それ以外に宅建協会西置賜支

部あるいは建築士会さんとの懇談会、さまざま

ございます。その中で、私が就任当時からいろ

いろ要望ありましたのは、長井市は優良宅地が

ほとんどない、しかし、ぜひ長井市に住みたい

という声は前々からあるんだと。ぜひ、もう民

間ではリスクが高くて宅地の販売の事業ができ

ない状況にある。市あたりでも、ほかの市町村

のように宅造事業ですね、ニュータウンの造成、

販売などを検討していただきたいという声がご

ざいました。それ以降については、髙橋委員か

らあったとおりでございますが、しかし、なか

なか難しい状況にあると思います。 

 今たまたま、このたびの開発行為、3,000平

米以上のものでございましたけれども、まち・

住まい整備課と協議した中で、やはり3,000平

米以上じゃなくて1,000まで下げるべきだと。

それは髙橋委員がいろいろ質問されて、課長が

答弁した趣旨でございます。 

 しかし、その実態を見てみますとどうも、例

えば競売で安く土地を購入することができた、

あるいは地権者の理解を得て、安い供給価格で

販売できる見通しのもの以外はなかなか私は難

しいというふうに見ております。 

 これが正しいかどうかは検証しなきゃいけな

いと思いますが、そういった中で、もう既に今

年度から国の認定を受けて街路事業がスタート

したわけであります。本町の街路事業でありま

すが、あわせて、この街路事業、粡町成田線の

工事が終わりますと、その後、長井駅前通りに

ついても同様の事業を県のほうにお願いして、

方向性としてはご同意いただいていると。そう

しますとどういった状況が起きるかと申し上げ

ますと、さまざまな方々の移転が生じてくると。

そういったときに果たして長井市の、例えば中

央地区だけではないんでしょうが、十分な住宅

地の供給ができるかといったことを考えた場合、

今でさえ長井市に住まないで、新たに米沢市、

南陽市、山形市に土地を求めて転出される方が
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多くいらっしゃると私は思っておりますので、

そういった対策として今後考えていきたいとい

うふうに思ってます。 

 具体的には過日、今年度でございますけれど

も、こういった建設業組合の皆さん、あるいは

宅建協会、建築士会の皆様との懇談会を設けて

おりまして、その中で、長井市としての宅造事

業の可能性についていろいろ意見交換をして方

向性を今、検討してるところでございます。以

上でございます。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 ありがとうございまし

た。 

 きょうの山形新聞に13市の市長の１週間の予

定が出てるんですけれども、これ毎週なんです

が、長井市長の場合は、20日の午後に市の優良

住宅地整備事業検討委員会というのが入ってお

るんです。これは私、ちょっと今まで見たこと

なかったんですけれども、今、市長が言われた

考え方と関連をするんですか、どういう規模の、

それからどういう人たちが入った中での検討委

員会というふうになるんですか。現状でわかっ

てる段階でお聞かせをいただきたいと思います。 

○佐々木謙二委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 ただいま私が最後に答弁した内

容が、この検討委員会のことでございます。 

 これは、ことしの初会合が９月だと思います

が、詳しい内容はまち・住まい整備課長から答

弁いたさせたいと思います。 

○佐々木謙二委員長 浅野敏明まち・住まい整備

課長。 

○浅野敏明まち・住まい整備課長 検討委員会に

つきましては、11月９日に第１回目を開催させ

ていただきました。そのメンバーでございます

が、氏名のほうはあれなんですが、宅建業界の

ほうからの推薦、それから建築士からの方、そ

れから建設業の方等で合わせて８名の方でござ

います。以上です。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 私どもがというよりも、

私が考えてるよりは随分進んできているんだな

というのが率直に感じたところです。 

 先ほど市長は、こういう業者の方からこうい

う指摘があるというふうにおっしゃった中で、

長井市には優良宅地がほとんどないというお話

があったわけですが、このことの要望の趣旨と

いうのはちょっと私、疑問なんです。 

 長井市はこれまで、例えば寺東土地区画整理

事業に代表されるように、市内の中心部しかも

北側というふうに言われているところで優良な

宅地を造成をする、あるいはまちづくりを進め

るという意味で、かなり長い年月をかけて、か

なり多くの資金を投入して事業を展開をしてき

たんだと私は理解をしています。その中で、じ

ゃあ、その後、完成をした後の緑町地内あるい

は舟場地内の状態を見ればどうかと言えば、居

つくかのアパートは建ちましたけれど、なかな

か個人の住宅建設というところにはつながって

いないというのが今の状態ではないかというふ

うに思います。 

 そういうことを見ると、私は今回どのように

これから展開をされようとしてるのかというの

は、これから協議を待たなきゃいけないし、検

討も待たなきゃいけないと思いますけれど、も

う少し慎重にあっていいのでないかというふう

なところを今のところは感じているんです。 

 それは、１つは長井市内で近年開発をされた

宅地分譲地、いろいろありますけれど、でも比

較的よく整備をされているというふうに思われ

るところであっても、売れ残りを抱えてるとい

う現実をやっぱり直視をしなきゃいけないんじ

ゃないかというふうに思います。 

 ２つは、行政が直接展開をしていく事業なの

かどうかについて、やっぱりきちんと精査をし

ていく性質の事業ではないかというふうに思わ

れること。 
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 ３つは、現実的に先ほど申し上げました寺東

区画整理事業などのように、自治体がかかわっ

て展開をしている宅地開発あるいは分譲事業の

実情、これは白鷹の例もありますし、幾つか例

があると思うんですね。そういう状況の把握を

しながら、長井市の財政状態も含めた検証が必

要であって、それらを踏まえて慎重の上にも慎

重に事を進める必要があるというふうに私は考

えてるわけですが、感じているわけですが、市

長はどうお考えでしょうか。 

○佐々木謙二委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 髙橋委員のおっしゃることはご

もっともな点もございます。なぜ優良宅地なの

に売れ残ってるのかというのは、今おっしゃる

ように、高過ぎるんです。 

 それは、例えばこの辺の普通のサラリーマン

の年収は300万円あるいは200万円台が多い。共

稼ぎで500万円というのが１つの基準です。そ

ういった場合に、新たに自分のマイホームを建

てるといった場合の金融機関の借入限度額とい

うのは2,000万円から2,500万円が大体天になっ

ております。そうしますと、土地に坪幾らのお

金をかけることができるか。そして、都会並み

に30坪、40坪で建てるということも、宅地がで

すよ、可能性としてはあるかもしれません。し

かし、地方の実情として雪がありますし、あと

車も、駐車スペースも要ると。そういうことを

考えますと、最低でも70坪以上というのが基準

であります。そういった場合に、どうしても高

過ぎるということがあるのかもしれません。し

かし、これは所有者の方の自由裁量でございま

すので、市としては、やはり髙橋委員おっしゃ

るように、できるだけ民間に任せてやるべきじ

ゃないかと思ってます。 

 しかし、今回の東町の物件、例えば第二庁舎

の東が、これはもう５年ぐらい前でしょうか、

これもすぐ完売しました。それから、館町のＮ

ＴＴの跡地のところであったり、あるいは今回

の旧グルッペの跡地であったり、発売とすぐ同

時にもう全部売り切れるという状況、これが物

語っているというふうに私は思ってます。 

 しかし、まだあるからといって、じゃあこの

まま手をこまねいていていいのかと、せっかく

長井市内に、長井小学校の学区で教育を受けた

いという根強い人たちがたくさんいらっしゃる

んですね。それは、周りの市町村からも長井小

学校で教育を受けさせたいという話はよく聞き

ます。しかし、残念ながら土地を求めてうちを

建てることができない。それを３万人復活を考

えた場合に、やはりこれは我々行政としても考

えなければいけないんじゃないかというふうに

考えて、今、検討を進めてるという状況でござ

います。決して優良宅地ではないというふうに

思いますが、やはり実情に合った宅地なのかと、

価格なのかというのが問題だと思います。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 市長の勤労者の実態に

合ったという考え方は、それは理解できます。

私どもは、その３万人復活もそれは大切なこと

だと思ってる。だけど、行政として、じゃあ３

万人復活をするために必ずやらなければならな

い事業なのかどうかという検証だってしていか

なきゃいけないんだと思うんです。 

 そういう意味で、私は、あそこで大丈夫だっ

たらこっちもということには、そんな簡単なこ

とではないし、慎重に検討してもらいたいなと、

その上で結論を出していただきたいなというふ

うに思っているわけで、そこについて再度、見

解をいただきたいと思います。 

○佐々木謙二委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 置賜の中で平成、ここ20年ぐら

いですね、やっぱり分譲してないのは、市が区

画整理事業とかもありますけども、かかってな

いのは長井市だけだというふうに思ってます。 

 それから、やはり東根、古くは天童そして寒

河江は、そういった宅地の分譲、区画整理事業
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を含めてでありますけども、あと米沢市なども

十分な供給をしながら、やはり人口の維持ある

いは増加に政策的に、今まではうまくいってき

たと思います。ただ、これからについては、や

はりきちっと検討して分析しながら、これは慎

重に進める必要があるというふうに思っており

ます。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 ありがとうございまし

た。ぜひそのように対応いただきたいと思いま

す。 

 質問の第２について、建設課長にちょっとお

伺いをしたいと思います。 

 きょう、私ども、この23年度の除雪計画をい

ただきました。ありがとうございました。ちょ

っと時間がないので、この除雪計画の中身につ

いて少しレクチャーをいただきたいと思ったの

ですが、ちょっと難しいので、本題というか私

が感じてるところを申し上げて、ぜひ建設課長

の見解をいただきたいというふうに思うんです。 

 除雪については、本当に朝早くから、それも

雪の量によっては１日何回も出動しなきゃなら

ないなど、本当に大変な中、奮闘をいただいて

いることにまず厚く御礼を申し上げたいという

ふうに思います。 

 そういう事態でありながらも、私はこの間、

率直に感じていることをこれから申し上げます。

私、ほとんど毎朝ですが、孫と途中まで小学校

に通っています。そこは、冬期間になるとちょ

っと大変なことが多いのです。どういうことか

というと、私の孫は長井小学校へ通ってるわけ

ですが、私のところから登校するには大体午前

７時に出なければ間に合わないんです、子供の

足で。その時点で、最初、歩道を歩くわけです

が、歩道の除雪がされてないというところが

間々あります。そういう場合は仕方がないので

車道におりていくんですが、車道は除雪によっ

て、わきに山のように積まれているわけで、狭

くなってるわけですね。とても危ないという状

況になります。今度は県道に出て消雪道路を歩

くんですけれど、この消雪道路を歩くのが大変

なんです。何が大変だかというと、水がはけな

くて、道路のわきに雪がたまってると、そこに

全部水がまた、たまるわけです。そこに車が来

て、いきなりばしゃっという格好で水を浴びて

しまうということが何回もあるわけです。 

 この時間帯の車は、時として、北中のスクー

ルバスも通りますけど、子供のためにとか歩行

者のために徐行して歩くなんていう車、ほとん

どありません。もうばあっと行くという、そう

いう状態なんです。 

 中央地区のこの辺の市街地のところの消雪道

路は、児童生徒が通る時間帯は水を流さないと

いう措置をしてるようですけれど、私が通って

る県道、それから市道の一部もそうですが、こ

こはそういう措置がありません。ないから特に

なわけですけれども、その被害は、だから北中

と私どものあの辺から通う子供というのは、み

んなそういう状況になるわけです。 

 これを何とか解消できないだろうかというふ

うにずっと私は感じています。これをするには、

率直に申し上げますけれど、その地域に住む住

民の方々からいろいろご協力をいただくことで、

少しは私は解消につながるのでないかというふ

うに考えているわけですが、その辺も含めた対

応策について、建設課長はどうお思いなのかど

うか、お聞かせをいただきたいと思います。 

○佐々木謙二委員長 松木 茂建設課長。 

○松木 茂建設課長 お答えいたします。 

 まず、子供たちの学校に出かける時間に間に

合わないというふうな部分があると、除雪をさ

れてないというふうな部分なんですが、基本的

に朝１時から２時の間で積雪を観測しまして、

２時以降３時までの間に出動して、出勤も含め

て朝７時ごろまでの時間帯で除雪を完了すると

いうふうなめどで実施してるところでございま
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す。しかしながら降雪の時間、さっき申し上げ

ました観測以降の、例えば５時ごろから激しく

降ってきたというふうな場合もございますが、

そういった場合はやはり出動が遅れますので、

そういった場合、間に合わないというふうな場

合もございますので、朝から順次見回って継続

して巡視はしてるわけですが、そういった場合

もございますので、遅れるというふうなこと、

ご了承を賜りたいと、こういうふうに思います。 

 あと、消雪道路の水のはね上げというふうな

部分でございますが、消雪水については下り方

向に流れるわけですけども、歩道と車道の間の

縁石、ここの部分についてはやはり全部スムー

ズに流れる状況ではないと、構造的にもそうい

うふうなわけですけども、さらには歩道の除雪

した雪が縁石等に積み重なるというふうなこと

もございますので、やはりたまると、抜けてい

かないというふうな状況も起こり得ます。 

 市としては、今までそういった状況、巡視で

確認はしておるわけですけども、状況確認の上、

消雪道路であっても車道の部分、時に除雪車が

入って取り除くというふうなことも対応してご

ざいますけども、やはり縁石の上、あるいは縁

石と縁石の間に入ったといいますか、たまった

雪、積み重なった雪、やはりこれはなかなか機

械で一概にできないというふうなことがござい

ますので、これは本当にさっき委員のおっしゃ

られましたように、手をかけるというふうなこ

との対応になると思います。 

 そういったときに、市でも委託の中では可能

なわけですけども、やはり全体の場所、距離等

を考えますと、おっしゃられましたように地域

の皆さんにでも含めてお願いといいますか、そ

ういったことも考える必要があるというふうに

思ったところです。 

 今後、なおほかの部分といいますか、積み重

なってる部分、交差点等もございます。そうい

った部分の巡視に努めて、なるべくそういった

人手をかけられるような検討をしてまいりたい

と。 

 あと、県道といいますか、県管理の国道ある

いは県道でございますけども、これにつきまし

ても、やっぱり同様の状況がございますので、

毎年除雪事業の関係機関の会議ございますので、

そういった折にもお話もさせていただいており

ます。また、今申し上げましたそういった状況

のとき、巡視に基づいて、その状況に応じて県

のほうにそれなりの対応の要望をしてまいりた

いというふうに思います。以上でございます。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 ありがとうございまし

た。 

 もっと細かくお話しするつもりでしたけれど

も、ちょっとはしょってしまって大変恐縮です。

今ほどお話しいただいた内容については、ぜひ

配慮をいただきたいと思います。 

 ちょっとかなりはしょっていますが、質問の

時間がないので、質問の第３点についてお伺い

をしたいと思います。 

 きょう、委員長の許可をいただきまして、置

広の全協で示された「紙おむつに係る手数料無

料化について」という資料を配付させていただ

きました。これに基づいて質問をさせていただ

きたいというふうに思います。 

 来年の４月から、置広を構成する３市５町で

ゼロ歳から２歳までの子育て支援策として、紙

おむつに係るごみ処理手数料を無料化するため

の措置、１人当たり年間30枚の指定ごみ袋を無

料配布する、この助成事業は置広の事業として

展開をして、事業に充てる財源は再商品合理化

拠出金をもって充てるという中身のことが示さ

れています。 

 この考え方については、長井市議会では前議

員である蒲生吉夫さんが山形市を中心とする広

域組合で既に実施をされているということを紹

介をしながら、子育て支援と障がい者や高齢者
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等の支援策の一つとして展開できるようにと提

言されたことがありました。これは置広の議会

でも話がありまして、この間、検討されてきた

もので、ようやくこの方向性が固まったという

ことになるととらえています。 

 そこで市民課長にまずお伺いをしますが、長

井市としては置広の方向性を受けて具体的には

今後どのようにこの事業を展開をされようと考

えておられるのか、その際の具体的な担当課は

どこになるのかなども含めてお聞かせをいただ

きたいと思います。 

○佐々木謙二委員長 宇津木正紀市民課長。 

○宇津木正紀市民課長 お答え申し上げます。 

 現在、方向性として定まっているのは、24年

の４月から始めまして、ゼロ歳から２歳までの

保護者等の方に可燃ごみ袋を年間30枚支給する

ということが決定されておりますが、さらに詳

しいことについては、ただいま検討していると

ころであります。 

 それで、どのようなやり方があるのかどうか

ということで、これがどこの課が配布をしたら

いいのかというのは、その方法が決まらないと

担当する部署も正式には決まらないというふう

なことですが、市民課を中心に子育て支援課、

それから健康課等の関係各課とこれから具体的

に進めていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 検討中ということだと

いうことですから、なかなか進みません。ただ、

来年の４月からですから、できるだけ早い機会

に、この方向性、長井市としてどう展開をする

のかというところは決めなきゃいけないと思う

んですが、それは時期的なめどとしてはどの辺

を考えておられますか。 

○佐々木謙二委員長 宇津木正紀市民課長。 

○宇津木正紀市民課長 １月中に衛生主幹会議が

開かれまして、最終的に理事会決定ということ

で１月中には方向性を出していただいて、３月

の最悪15日あたりに広報しないと周知ならない

のかなというふうに思っております。それで３

月の頭ぐらいには方向性をもう具体的に決めて、

市報の原稿等を調整しなきゃならないなと、最

悪、遅くてもそのようなスケジュールかなとい

うふうに考えております。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 市民課長がとらえてお

られる認識と私の認識が違うのですが、もう置

広の方向性は決まったわけでしょう。それを市

民に無料配布をするということを具体的にどう

するのかというのはそれぞれの市町村で決めな

きゃいけないことで、その検討がどうなってい

るのかということを私はお伺いをしてるのです

が、そうではないのですか。 

○佐々木謙二委員長 宇津木正紀市民課長。 

○宇津木正紀市民課長 ただいま置広で検討して

いる課題については、ごみ袋の配布対象年齢の

基準日の設定、それから置広から各市町へのご

み袋の送付方法、それから各市町の保護者の配

布方法、これが、ごみ袋が証紙ということの取

り扱いになっておりますので、そのシステムを

崩さないような形で配布したいというのが置広

の考え方ですので、そのやり方をどうするかと

いうところが一番の問題かなというふうにとら

えております。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 ちょっとそこは私、違

うと思うんですが。市町村でもう具体的にこれ

はこういうふうにしたい、置広では、一度に30

枚ずつだあっとすることは難しいと言ってるわ

けです、これは。もちろんそうです、枚数あり

ますから。年間何回かに分けてというところは

ありますけれど、しかし、この長井市で指定ご

み袋を無料で配布をする方法の方向というのは、

今の段階でも私は議論してできてくるのではな

いかというふうに思うのですが、そういう理解
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○佐々木謙二委員長 宇津木正紀市民課長。 

○宇津木正紀市民課長 ごみ袋を直接、長井市に

まとめていただいて、そこから現物を配布する

というやり方がとれないと。あくまでも置広で

考えている方法については、各小売店から証紙

として販売してるわけですので、そのシステム

を使いたいというのが、どうも配布方法でなか

なか決まらないところかなというふうに見てい

るところでございます。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 ちょっとそこは認識が

違うようです。私どもも、来月ありますから、

もう１回詰めてみたいというふうには思います。 

 今度、福祉生活あんしん課長にお伺いをしま

すけれど、今回は置広は、置広独自の助成措置

ということで決めたわけです、子育て支援に特

化して。だけど、置広でも要望があり、さきに

申し上げた蒲生吉夫議員がその指摘をされた中

身では、在宅介護者であるとか、あるいは障が

い者の紙おむつの関係でのごみ処理手数料の無

料化ということも言われています。置広では今

回、そこまで踏み込めなかったというふうに言

っておって、しかし、今後も検討するのだとい

うふうに言ってるわけです。 

 福祉生活あんしん課長からは、現時点で在宅

介護あるいは障がい者に対する紙おむつ支給あ

るいは支援などの方策はどうなのかについてお

聞かせをいただきながら、市長からは、長井市

のスタンス、基本的な考え方として、置広、今

回、子育てに特化してますけれども、これから

具体的に議論をされるであろう在宅介護者や障

がい者についても支援策として拡大するという

方向性の議論に対してどう臨まれるのかお聞か

せいただきたいと思います。 

○佐々木謙二委員長 小泉良一福祉生活あんしん

課長。 

○小泉良一福祉生活あんしん課長 お答えをいた

します。 

 長井市で今、行っている紙おむつの支給事業

でございますけれども、まず介護保険では地域

支援事業としての紙おむつの支給事業、要介護

３、４、５に認定された常時失禁状態にある居

宅の要介護被保険者で所得要件が500万円とい

うふうなことでございまして、生計中心者が所

得税非課税の方に配布をしてるところでござい

ます。 

 それから、障がい者に対しましては、長井市

日常生活用具給付事業というふうな形で、脳原

性運動機能障がい等の排尿あるいは排便の意思

表示が困難な方に配布をしてるところでござい

ます。 

 それから、もう一つは、長井市心身障がい者

地域福祉対策促進事業というふうな形で、これ

も身体障害者手帳所持者で常時失禁状態にある

方に対して支給をしてるというふうなことでご

ざいます。 

○佐々木謙二委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 せっかく、ことしの３月に元蒲生議員からの

ご提案ということだったもんですから、私とし

ては、ぜひ置広で取り組むべきだというふうに

考えておったんですけれども、ご承知のとおり、

最初、米沢市で単独でやるんだという話だった

もんですから、私は理事会で異を唱えました。

やはり今回の置広での協議会で出た提案だから、

これはぜひ置広で取り組むべきだと。また、そ

れぞれの市町村独自の考え方でいきますと、行

うところと行わないところが出てくるから、こ

れは置広として、やはり財源も確保してやるべ

きだということで私は提案申し上げまして、そ

れに賛同いただいたということから、この事業

が実現したというふうに思っております。 

 残念なのは、やはり今、福祉生活あんしん課

長のほうからありましたように、介護の方等々

についてはそれぞれ市町ごとに対応がまちまち
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であるということから、残念ながら今回は、と

りあえず子育てのほうをまずはすぐ実施して、

後日、検討してやっていこうということでござ

います。私はぜひ、やはり子育てだけではなく

て介護等々の皆さんにも支援すべきだと思って

おりまして、まずは置広で検討して、３市５町

で同じように対応したいというふうに思ってお

ります。 

○佐々木謙二委員長 13番、髙橋孝夫委員。 

○１３番 髙橋孝夫委員 ありがとうございまし

た。 

 ぜひ、いいことですから、きちんと対応いた

だけるようにお願いをしておきたいと思います。 

 ただ、先ほど市民課長からありましたように、

これ具体的にどうするかって、かなり面倒くさ

いところがあります。だけども、細部見れば、

もう固定して、こういう方法で長井市はやりま

しょうということはかなり前倒しでできると思

いますから、私は早目にやっぱり対応をいただ

いて、早目に市民の方にも周知をいただきたい

というふうに思いますし、そういう意味では、

これから頑張っていただきたいと思っておりま

すので、よろしくお願い申し上げながら質問を

終わらせていただきます。ありがとうございま

した。 

 

 

 梅津善之委員の総括質疑 

 

 

○佐々木謙二委員長 次に、順位２番、議席番号

２番、梅津善之委員。 

○２番 梅津善之委員 どうも、おはようござい

ます。 

 初めての予算総括質疑でございますので、雪

降る、今は小降りでございますけれども、温か

い市民の生活のために温かいご返答をいただけ

ればありがたいかなと思って質問をさせていた

だきます。 

 これからの農業の支援についてということで

２点ほど通告させていただいております。 

 １点目について、特別栽培についてというこ

とでお話しさせていただきたいと思います。 

 一言に特別栽培と言いましても有機栽培、減

農薬、減化学肥料栽培、さまざまあるわけです。

今までもさまざま一農業者として取り組んでき

ていることでございますし、当長井市が取り組

んでおります循環のまちづくりにも合致した非

常にいい農業、これから農業を担うためにも大

切な栽培でないかなと私自身考えておるわけで

ございますけども、それに対しての当長井市、

さらには、これからどういうような支援が必要

かということについて農林課長のほうにちょっ

とお尋ねしたいと思います。 

 今まで認定農業者を含め特別栽培についての

観点から、どのような支援が行われてきたかに

ついて若干、農林課長のほうからお話を伺いた

いと思います。 

○佐々木謙二委員長 那須宗一農林課長。 

○那須宗一農林課長 梅津委員のご質問にお答え

をいたします。 

 まず、水稲の特別栽培の面積でございますけ

れども、平成22年度からは特別栽培に係ります

面積の配分措置がなくなったというようなこと

で把握はしておらないわけですけれども、20年

度については３万5,012アール、平成21年度は

３万7,436アールの特別栽培の面積がございま

した。平成23年度の大豆につきましては１万

5,494アールございまして、それぞれ取り組ん

でいただいております。 

 特別栽培にかかわります支援につきまして、

経過でございますが、16年度から18年度までは

土づくり活性化事業として行ってまいったとこ

ろです。現在は、平成22年度から実施しており

ます長井市農産物等ブランド化推進事業という

中で、レインボープラン認証及びレインボープ




